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               論   文   の   要   旨 
 
発展途上国では農村部が主要な温室効果ガス（GHG）排出源であり、生産性の向上や生活改善を
図りながら GHG排出削減を達成することが大きな課題となっている。また、農村部では GHG排出
源が小規模で広域に分布しているので適切な GHG 排出削減技術の導入とこれを持続的に運用でき
る組織作りが重要である。 
この論文は、ベトナムのメコンデルタ地帯に位置するカントー市（Can Tho City）を研究対象地
域として、2008年から実施されている家畜（豚）の排せつ物を原料とする簡易型の家庭用バイオガ
ス発生装置（BD）の普及による炭素クレジット（CER）収益化事業のモニタリング結果とこれに関
連する農家 66 戸のヒヤリング調査に基づいて当該事業のクリーン開発メカニズム（CDM）事業と
しての実行可能性およびこれによる持続可能な低炭素型農村の実現可能性を評価したものである。 
本論文は全 5 章で構成される。第 1章は序論で、ベトナム農村部における GHG 排出削減事業の
意義、その CDM 事業としての概要、研究の目的、手法、既存文献についてまとめている。本研究
は、農村部へ BD を導入することで「ベトナムにおける低炭素型農村は実現可能である」という仮
説を、カントー市をフィールドとして検証することである。(1)BD が CDM 事業として適正技術で
あるか、(2)技術の普及・維持管理体制を適正にかつ有効に組織できるか、(3)BD 導入インセンティ
ブとしての個別農家の便益と(4)GHG削減技術としての BDの社会的便益に焦点を当てて分析する。
第 2章は、実際に著者が中心的なアドバイザーとなって 2008年から実施してきた CDM事業につい
て、気候変動に関する国際連合枠組み条約（UNFCCC）および気候変動に関する政府間パネル
（IPCC）の定式化に基づいて、再生可能でないバイオマス使用量、GHG 排出削減量等の計測式と
そのパラメータについて解説している。また、農家の財務分析のためのサンプリング調査、BD設置
による地域環境改善効果等の便益の計測式について述べている。第3章は計測結果についてまとめ、
第 4章はその分析である。BD設置農家 1戸当たり GHG排出削減量は 1.46t CO2/年と計測され、こ
れはカントー市全体に設置した 515この BD全体では、960t CO2に相当する。現地調査から農家 1
戸あたり GHG排出量 2.06t CO2、調理用バイオガス使用時間 2時間等の基礎的な数値が得られ、類
似の事業計画・実績数値との比較からこれら数値の妥当性が検証され、2015年6月19日に国連CDM
理事会において第 1回目の炭素クレジット（CER）446t CO2が発行された。また、調理用燃料代の
節約が農家 1戸あたり 95US$/年、減価償却期間を 7年間として BDの現在価値（NPV）は 214US$で
これは初期投資費用 180US$よりも大きい。感度分析を実施し、BD を 4 年以上使用し続ければ、
NPVはプラスとなること、維持管理費用が 20％まで増加しても４年以上の使用で黒字となること、
費用が 30%増加の場合には５年以上で黒字となること等を明らかにした。また、BD 設置・運転費
用補助金は有効であり、投資費用回収期間の大幅な削減に貢献すること、今回の事業では BD の維
持運営普及に貢献するキーファーマー（KF）の人件費を 100％補助金で賄っているので各個別農家
は早い段階から黒字を生じていること、等を明らかにした。BD使用による燃料費などの便益は設置
農家に帰属することを前提で、BDを設置・普及する事で CERを取得する CDM事業者の立場から
その経済性を分析すると、基礎調査費、プロジェクト設計書作成費（PDD）、モニタリング経費、
CDM理事会調査経費等の諸経費がかさむため、BD設置 1個当たり 1.46t CO2/年の GHG排出削減
量では、CERの取引価格が 50US$/t CO2（現行取引価格）でようやく利益が生じること等を明らか
にした。さらに、ホテイアオイ等の未利用バイオマスを BD 原料として使用する場合、消化液を化
学肥料代替として使用する場合、さらに家畜排せつ物の適正処理に BDを利用することで BD１機設
置当たり最大で 2.95t CO2の GHG排出削減を見込めること等を示した。第 4章は考察である。BD
設置による GHG排出量削減量推定式、モニタリング方式等を確定し、CDM理事会から CER発効
が認められ、BDは CER獲得のための測定・報告・検証（MRV）可能な技術であることが証明され
た。これまでの BD の稼働率は平均 88%であり、BD 設置個別農家にとっても確実に利益を生み出
す適正技術であることを検証した。調査によると設置・普及に技術的なアドバイスを行い、CER獲
得のためのモニタリングを行う KFに対する設置農家の評価は高く、KFを中心とする普及・維持管
理体制の実効性が検証された。しかし、現状では CER価格が低い等の理由で、CDM事業としての
有効性は低い。GHG排出削減ばかりでなく水環境の改善等に貢献し、より多くの社会的便益を生み
出すための BDの利用方法も検討し、その数値化は困難であるものの、BDはそのための有効な手段
となり得ることを明らかにした。 
 
審   査   の   要   旨 
 
早くから、発展途上国では、都市部に比して農村部からの GHG排出量の相対的な大きさが指摘
されてきたが、「共通だが差異のある責任」のもと、発展途上国では発展することに力点が置かれ、
農村部も含めてその対策には消極的であった。第 21回気候変動枠組条約締約国会議（COP21）に
おいてすべての国が参加する枠組みが採択され、発展途上国は GHG排出削減に積極的に取り組み
必要がある。そのようななか、本研究は、BDという技術的に簡単で安価な装置を農村部に導入す
ると GHG 排出削減が行われ、CDM 理事会からこれについて CER の発行が得られることを実証
し、その私的経済性、社会的経済性を評価し、BDが農村部での GHG排出削減手段として有効で
あることを明らかにした。さらに、KF を中心とする普及・管理・モニタリングシステムによる
BDの導入は、CER獲得可能な持続的な低炭素型農村の建設に有効であることを明らかにしたとい
う点で、時宜を得たオリジナルな研究として大変高く評価できる。課題設定、背景の分析、文献レ
ビュー等は適切になされている。GHG排出削減量は、国連 CDM理事会による 2011年発効の「小
規模 CDM事業のモニタリング・評価指針」等に基づいて適正に計算され、その他のデータ処理や
パラメータ設定も適切である。CDM事業として登録するための分析と CDM事業が、関連する地
域経済等に及ぼす影響の分析とは必ずしも一致しないことは広く知られているが、本研究は事例に
基づいてこれを明らかにした点は評価できる。 
平成28年1月21日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもとに論文の審査及び最
終試験を行い、本論文について著者に説明を求め、関連事項について質疑応答を行った。その結
果、審査委員全員によって合格と判定された。 
よって、著者は博士（環境学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める。 
